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　組員数 863 名という全国の生協の中でも
最小規模の生協である生活協同組合『熊本
いのちと土を考える会』は、「豊かな自然
を子供たちに残すために、有機農業をまも
り、会員拡大に努めること」、「生産者と消
費者がお互いに感謝の気持ちを持ち、提携
の意義を常に見つめなおすこと」、「同じ理
想を求める仲間達と交流を持ち、学習運動
を通じて、社会に働きかけること」を理念
とした活動を行っている。熊本いのちと土
を考える会がこのような理念を掲げる目的
は、①生産者と消費者の交流を深め、信頼
関係を築く、②地球環境を守るため、循環
保全型農業を続ける、③健やかな子供たち
の未来のために、食の安全と農業の大切さ
伝えていくという３点にある。
　本稿では、こうした理念と目的を掲げて
活動を行う熊本いのちと土を考える会の理
事長・理事をはじめとした方々へのインタ
ビューから、リトルコミュニティの視座を
わずかながらではあるが展開していきたい。

活動の経緯と理念・目的

　熊本いのちと土を考える会は、身体の健
康を守る中で、健康に関する問題を未然に
防ぐという観点から 1970 年に設立された
「新しい医療を創る会」がその前身となっ
ている。同会はその設立を契機として、多
種多様な人々がつながりを持ちながら、農
薬や食品添加物のあり方に疑問について考
えていく「いのちと土を守る運動」へと発
展していくことになる。その後、1975 年
に「第１回いのちと土を守る全国大会」の
開催が熊本で行われたことをきっかけに、
産直運動をスタートさせ、翌年 1976 年に
は配送部門として株式会社熊本有機農産物
流センターが設立され、同センターにおい
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て 1977 年に消費者組織として「いのちと
食べ物を考える会」、1980 年に生産者組織
として「土の会」が設立された。しかし、
こうした３組織の流れの中で、事業面を重
視する動きと運動面を重視する動きが起こ
り、両者の考えを互いに優先して行ってい
く形として、株式会社熊本有機農産物流セ
ンターを発展的解散と位置付けて解散し、
有限会社「くまもと有機の会」と、生産者
と消費者の枠を越えて平等な立場で生活協
同組合「熊本いのちと土を考える会」が設
立され、同会の今日へと至っている。
　熊本いのちと土を考える会は、食品の取
り扱いの基本姿勢として、①製造者又は販
売店の姿勢が組合の理念に合致する、②組
合員が生産し加工した物を第一に取り扱
う、③国産、有機、農薬不使用を主体とす
る、④外国産であっても有機、農薬不使用
が確認できれば可とする、⑤加工食品につ
いては生産者、製造過程、原材料がきちん
とわかっているものであること、⑥添加物
については、極力使用していないものを取
り扱う、といった①～⑥の掲げた姿勢の中
で執り行われている。こうしたことを具体

的に行える背景の一つとして、同会の生産
地が点在していることが重要な要素となっ
ている。それは、同会の生産者の農地が熊
本県内の平坦地から高冷地といった高低差
が 700 メートルほどの中で生産しているた
め、多種多様な農地条件となり、その結果
一年を通じて四季折々の豊富な品目の露地
栽培の野菜を、組合員に届けることができ
る環境を構築するに至っているからであ
る。

活動と事業内容

　こうした熊本いのちと土を考える会にお
ける野菜は、すべて露地栽培の野菜である
ため、季節の旬に合わせた野菜が複数種類
入るケース購入となっている。そのケース
は、①普通ケース（約 16 品入り、価格 2,400
円程度）、②小ケース（約 12 品入り、価格
1,800 円程度）、③ミニケース（約８品入り、
1,200 円程度）で、野菜単品の価格自体は
一定であるが、ケースに入る品数でケース
価格が決まるようになっている。その中で
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こうした３種類のケースから野菜を購入す
るシステムになっている。そしてこれらの
ケース野菜の中身はすべて生産者に委ねら
れている。その背景には熊本いのちと土を
考える会における生産者が、化学肥料と化
学農薬・除草剤を使用しない栽培方法で野
菜を育てているため、安定して野菜を作り
続けることが難しいことが起因している。
そうした中において、生産者のみがコスト
を負担するのではなく、消費者が生産者の
野菜を買い支えようという「提携」の観点
を明確に示すことで、消費者がほしい野菜
を必要なだけ選ぶのではなく、「畑にある
野菜」をケースに入れるといった「旬」や「時
期」を頼りにしたシステムとなっているの
である。

　一方、熊本いのちと土を考える会におい
ては、消費者が生産現場へ足を運ぶ活動と
して「畑へいこう」・「援（縁）農」といっ
た名称の取組みから、「逆援農」と呼ばれ
る農閑期を利用して生産者の方々が消費者
のところへ向かい、交流会や料理会を行う
取組みを行っている。たとえば、平成 24
年 11 月から平成 25 年９月までの体験内容
をみてみると、①「かずら編み体験」②「高
菜折りと高菜漬け体験」、③「豚舎見学」、
④「マテ貝掘りとバーベキュー」、⑤「合
鴨放鳥体験」、⑥「田植え体験」、⑦「ス
イートコーン収穫」、⑧「田んぼ、稲の視
察と栗拾い」といった取組みを行い、多種
多様な交流が行われている。さらに「仕事
援農」と呼ばれる消費者の方々が生産者の
もとへ出向き、生産者の方々の農作業をボ
ランティアの仕事として行う活動も行われ
ており、「ゴマ束ね作業」や「ゴボウの草
取り」といった仕事を消費者が生産者とと
もに行っている。

熊本いのちと土を考える会の
特徴

　このような活動を行っている熊本いのち
と土を考える会における特徴は、生活協同
組合の組合員として「生産者」と「消費者」
がともに組合員として活動を織り成してい
るところにあるといえる。具体的な表現と
しては、「買っていただく」というより、「買
い支えていただく」という側面が強いこと
にある。それは消費者がもつ病気やアト
ピーといった症状に対して、「食べ物」が
もつ力を重要としているところにあるから
である。安全でおいしい農作物を作るため
に、農薬・化学肥料・除草剤を使わないで
育てなくてはならない。その中で、組合員

農産物が入った配達コンテナ

同会の農産物
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に届けるすべての野菜は、生産者によって
農薬・化学肥料・除草剤を一切使わない有
機農法で作られている。またそうした生産
者の方々は自らで有機農業を開拓し、その
身に実感して取り組んできた 20 年以上の
ベテラン生産者の方々であり、こうした長
年にわたって取り組んでこられた人々の技
術によって成り立っている。
　現在、熊本いのちと土を考える会の生
産農家は 14 農家の方々がおられ、週に約
230 ケースが出荷されるペースにある。同
会では、こうした 230 ケースという消費者
の食べるペースを把握しながら、それに準
じたケース量と合致する量の農作物を生産
しているのも特徴的である。話を伺った本
田一幸理事長からは、「消費者の胃袋に合
わせて生産する」ことと「自らが耕作可能
な範囲の中で農産物を生産する」という言
葉を頂いた。これは、自身の置かれた状況
に応じて生産できる範囲を、謙虚にかつ適
正に設定し、それに準じた負荷や無理のな
い規模の経済とは異なる「もう一つの効率
性」を重視した立ち振る舞いであるといえ
る。こうしたことは、生産者と消費者の交
流の場においても見られる。たとえば、以
前であれば生産者と消費者の交流の場に行
くまでのアクセス方法として、バスを準備
して現地に向かうという方法を取ってい
た。しかし、最近は参加者が自己責任で現
地集合してもらうという形へと変化してい
るという。加えて、生産者の方に負担をか
けないという観点から、先述した「畑へい
こう」・「援（縁）農」といった交流会の場
においては、消費者がお弁当を持参して参
加するといった一人ひとりができる範囲の
中でできることを行い、各自の負担を互い
に請負ながら活動を行っている。しかしな
がら、同会が抱えている課題もある。
　たとえば、同会発足当時におけるケース

野菜の注文は１週間に 500 ケースほどあっ
たが、先述したように現在は約 230 ケース
であるために、生産者の畑を全面的に支え
るのも難しくなっている点、またグループ
（班）の減少や個配の増加に伴う配送コス
トの負担、同会を構成する組合員の高齢化
（50 ～ 60 歳代が全体の８割を占める現状）
と働く女性の増加に伴うイベントや委員会
活動への参加率の減少などが挙げられる。
だが、こうした課題はあるものの同会の取
組みを俯瞰的にみた時、様々な箇所で、「負
担の最適配分」を丁寧に行うことによって
活動を成立させている点が重要であると考
えられる。
　それは生産者・消費者どちらにも偏るこ
となく、お互いがちょうどよい負担を少し
ずつ引き受けるというモチベーションと、
そうしたモチベーションを基盤として作り
上げていくことからなるシステムによっ
て、同会が活動を成り立たせているからで
ある。このようなスタイルを基盤としたシ
ステムを持続していくことが、リトルコ
ミュニティへと展開していく推進力になる
と考えるのである。
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理事長・組合員理事のみなさん
（前列左から本田さん、坂口さん、
後列左から木下　さん、江副さん）


